















































2006 年 9 月以降は、代替が困難な一定の適用除外製品等を除き、石綿及び石綿をその重量の
0.1％を超えて含有するすべての物の製造等が禁止になり、さらに 2012 年 3 月以降には石綿及び
石綿をその重量の 0.1％を超えて含有するすべての物の製造等が禁止された。
平成 17 年 6 月に石綿製品製造工場で作業歴のある従業員等に中皮腫等の健康被害が多発して
いることが公表され、これを契機に、石綿の大気環境中への飛散に伴う健康被害についての懸








































































日本で中皮腫による死者は 2006年から毎年 1000人を超え、2010年は 1209人、2011年 1258 人、












































石綿は 1960 ～ 80 年代に断熱材などとして主に建材に多く使われていた。2006 年に製造や使
用が原則禁止されたが、国土交通省の推計では、石綿含有が疑われる 1956 ～ 2006 年の民間建




年数からして約 280 万棟の建築物は解体されることになる。解体のピークが訪れる約 10 数年後
の 2030 年前後と推計され、そのピーク時の解体棟数は、図－ 5に示すように 2009 年と比べて、
約 2 倍と推計される。
石綿が多用された時期は表－ 3に示すとおりである。





















法律 内容 対象 所管 実行する機関
労働安全衛生法 新規の輸入、使用などの禁止 レベル 1,2,3 厚生労働省 労働基準監督署
石綿障害予防規則 石綿含有建材などの除去時の対策 レベル 1,2,3 厚生労働省 労働基準監督署
建築基準法 建物改修時の吹付けアスベストの除去等 一部の吹付け材 国土交通省 地方自治体
建設リサイクル法 石綿含有建材のリサイクルの禁止 鉄骨等の付着物 国土交通省 地方自治体
大気汚染防止法 石綿含有建材などの除去時の対策 レベル 1,2 相当 環境省 地方自治体
































建材の種類 代表的建材 厚生労働省 国際標準 環境省 国土交通省





























阪神淡路大震災では約 25 万棟の建物が全半壊し、発生したがれきは推計値（1995 年 11 月）










わゆるライフラインも寸断された。2017 年 3 月 10 日時点で、震災による死者・行方不明者は
18446 人（震災関連死を除く）、建築物の全壊・半壊は合わせて 401885 戸が公式に確認されてい
る。震災発生直後のピーク時において避難者は 40 万人以上であった。





この震災により、災害廃棄物は約 2000 万トン、津波堆積物は約 1100 万トン発生した。2013




災害廃棄物の 8割強にあたる約 1,606 万トン、津波堆積物のほぼ全量にあたる約 999 万トンが
再生利用され、広域処理量は、約 62 万トン（うち、民間での受入量は約 46 万トン）であった。
（3）東日本大震災の石綿（アスベスト）調査の結果
（独）労働安全衛生総合研究所は、厚生労働省により実施された「東日本大震災がれき処理作



























表－ 9に示すように、この 4 年間で合計 314 か所の作業場所で調査が実施された 14）。
サンプリングを行った測定点の総数は 1154 点で、そのうち位相差／偏光顕微鏡法もしくは電
























アスベストに関する意識調査では、2013 年 7 月 29 日から 2014 年 1 月 19 日に石巻市、女川町、
気仙沼市にて被災住民に直接対面して口頭での聞き取り調査を実施し、95 人から回答を得てい
る。





人は 30 名以上あったが、中皮腫と答えた人は 4 人のみだった。被災地のアスベストについて見


















































































































































































きとアスベストについて」2012 年 11 月（https://www.meiji.ac.jp/sha_ken/kouen/sinpojiumu.html）
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